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富山県イノシシ管理計画（第４期）（案） 新旧対照表 
現行計画（第３期） 新計画（第４期） 

１ 計画策定の背景及び目的  

（１）背景  

 本県では、縄文時代前期（6000～5000年前）の小竹貝塚からイノ

シシの骨が出土するなど、古くからイノシシが狩猟の対象となってい

たと考えられる。その後、江戸時代にはニホンジカとあわせて被害が

多く記されている。明治時代までイノシシが生息していたと考えられ

る記録があるが、1923年から 1980年代までは、僅かな個体数が捕獲

されているのみで、大正から昭和にかけては、殆ど生息していなかっ

たと考えられる。 

 しかし、平成 10年代に入ると隣接県からの侵入により再び生息す

るようになり、平成 30年度末には中央値で約 19,100頭が生息してい

ると推定されている。また、捕獲数については、平成 11年度から現

在に至るまで、分布の拡大とともに増加を続け、令和元年度の捕獲数

は 8,172頭と過去最多となった。 

 イノシシによる農作物被害については平成 13年度に初めて確認さ

れて以来、次第に増加し、平成 21年度以降の被害額は 3,000万円か

ら 4,000万円台で推移していたが、令和元年度には 8,330万円と過去

最多となり、野生鳥獣による農作物被害額の約 85％を占める状況と

なっている。加えて、令和元年 12月には平成 28年度の全国的な統計

開始以来、県内では初めてとなる人身被害が発生している。 

近年では、中山間地域において人の活動が低下し、里山の管理放棄

や荒廃農地が増加しているほか、捕獲者に占める高齢者の割合が高く

なっている。そのため、イノシシの生息適地が増加するなど、個体数

の増加や分布拡大の要因になっており、農作物被害やその対策が農業

従事者の生産意欲を減退させるなど深刻な問題となっている。 

 このため、平成 19年 12月に制定された「鳥獣による農林水産業等

に係る被害の防止のための特別措置に関する法律」に基づき、市町村

が被害防止計画を策定し、侵入防止柵の設置や鳥獣被害対策実施隊の

活動などの取組みを推進している。 

また、県では、平成 20年度に「イノシシ出没対策マニュアル」を

作成し、市町村、関係団体、地域住民と協力して、侵入防止柵の設置

１ 計画策定の背景及び目的  

（１）背景 

本県では、縄文時代前期（6000～5000年前）の小竹貝塚からイノ

シシの骨が出土するなど、古くからイノシシが狩猟の対象となってい

たと考えられる。その後、江戸時代にはニホンジカとあわせて被害が

多く記されている。明治時代までイノシシが生息していたと考えられ

る記録があるが、1923年から 1980年代までは、僅かな個体数が捕獲

されているのみで、大正から昭和にかけては、殆ど生息していなかっ

たと考えられる。 

しかし、平成 10年代に入ると隣接県からの侵入により再び生息す

るようになり、令和３年度末には中央値で約 10,000頭が生息してい

ると推定されている。また、捕獲数については、平成 11年度から増

加を始め、平成 21年度以降急激に増加し、令和元年度は 8,172頭と

過去最多となった。 

イノシシによる農作物被害については平成 13年度に初めて確認さ

れて以来、次第に増加し、平成 21年度以降の被害額は 3,000万円か

ら 4,000万円台で推移していたが、令和元年度には 8,330万円と過去

最多となった。加えて、令和元年 12月には平成 28年度の全国的な統

計開始以来、県内では初めてとなる人身被害が発生している。 

 

近年では、中山間地域において人の活動が低下し、里山の管理放棄

や荒廃農地が増加しているほか、捕獲者に占める高齢者の割合が高く

なっている。そのため、イノシシの生息適地が増加するなど、個体数

の増加や分布拡大の要因になっており、農作物被害やその対策が農業

従事者の生産意欲を減退させるなど深刻な問題となっている。 

 このため、平成 19年 12月に制定された「鳥獣による農林水産業等

に係る被害の防止のための特別措置に関する法律」に基づき、市町村

が被害防止計画を策定し、侵入防止柵の設置や鳥獣被害対策実施隊の

活動などの取組みを推進している。 

また、県では、平成 20年度に「イノシシ出没対策マニュアル」を

作成し、市町村、関係団体、地域住民と協力して、侵入防止柵の設置
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や里山の整備、捕獲を実施している。 

 さらに、県では、平成 25年２月に第１期イノシシ保護管理計画を

策定し、狩猟期間の延長などの規制緩和等の体制を整備してきた。 

 

平成 25年 12月に環境省及び農林水産省が「抜本的な鳥獣捕獲強化

対策」を示し、イノシシの生息数を 10年後（令和５年度）までに半

減することを当面の目標とした。 

 平成 27年５月に「鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関す

る法律」が施行されたことを受け、イノシシ管理計画に変更し、同年

12月からは、指定管理鳥獣捕獲等事業による県が主体となる個体数

管理に取り組んでいる。 

平成 29年３月に第２期イノシシ管理計画を策定し、狩猟期間の更

なる延長などイノシシ被害防止対策の体制の整備を強化し、平成 30

年２月には「富山県イノシシ被害防止対策方針」を作成し、イノシシ

による被害防止対策を地域ぐるみで実施するための取組みを推進して

いる。 

平成 30年９月に岐阜県の養豚場で感染が確認されたＣＳＦ（豚

熱）は、その後、野生イノシシにおいても感染が確認され、中部各県

を中心に感染が拡大している。富山県内では令和元年７月に野生イノ

シシでの感染が初めて確認されて以降、感染確認区域※が拡大してい

る。ＣＳＦ豚熱感染拡大防止のため、捕獲の強化、野生イノシシへの

経口ワクチン散布などの対策を進めているが、感染拡大防止を図るた

めには、今後、更なる捕獲の強化などの対策が必要である。 

※感染確認区域：ＣＳＦ陽性イノシシの確認地点から半径 10km の区

域 

 

 

 

 

 

 

 

や里山の整備、捕獲を実施している。 

 さらに、県では、平成 25年２月に「第１期富山県イノシシ保護管

理計画」を策定し、狩猟期間の延長などの規制緩和等の体制を整備し

てきた。 

平成 25年 12月に環境省及び農林水産省が「抜本的な鳥獣捕獲強化

対策」を示し、イノシシの個体数を 10年後（令和５年度）までに半

減することを当面の目標とした。 

平成 27年５月には「鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関

する法律」が施行されたことを受け、「富山県イノシシ管理計画」に

変更し、同年 12月からは、指定管理鳥獣捕獲等事業による県が主体

となる個体数管理に取り組んでいる。 

 平成 29年３月には「第２期富山県イノシシ管理計画」を策定し、

狩猟期間の更なる延長などイノシシ被害防止対策の体制の整備を強化

し、平成 30年２月には「富山県イノシシ被害防止対策方針」を作成

し、イノシシによる被害防止対策を地域ぐるみで実施するための取組

みを推進している。 

また、平成 30年９月に岐阜県の養豚場で感染が確認された豚熱

は、その後、野生イノシシにおいても感染が確認され、中部各県を中

心に感染が拡大した。富山県では、令和元年７月に富山市で野生イノ

シシでの感染が初めて確認されており、その後、捕獲の強化、野生イ

ノシシへの経口ワクチン散布などの感染拡大防止のための対策を進め

てきた。 

令和２年 11月には「第３期富山県イノシシ管理計画」を策定し、

豚熱の感染拡大防止とイノシシによる農作物被害が社会的に問題にな

らない環境を目指して、捕獲目標を定めて対策を推進している。 

現在、豚熱の影響や捕獲圧の強化もあり、令和２年度の捕獲数は

3,325頭まで減少したものの、再び増加傾向となっている。また、令

和４年度のイノシシの農作物被害額は、令和元年度より約 4,000万円

減少するなど、対策の効果が着実に現れてきているが、依然としてイ

ノシシの農作物被害の割合は約７割を占めている。 

計画期間が令和５年度末で終了することや、農作物被害が農業従事

者の生産意欲を減退させるなど依然深刻な問題となっていることから
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（２）目的  

 被害防除、生息環境管理、個体数管理を積極的に実施し、個体数の

減少及び農作物被害の軽減を図り、ＣＳＦの感染拡大防止とイノシシ

による農作物被害が社会的に問題にならない環境を目指す。 

 

２ 管理すべき鳥獣の種類            

  イノシシ（Sus scrofa）   

 

３ 計画の期間                   

令和２年 11月１日から令和６年３月 31日まで 

※通常は５年間であるが、各種取組みの強化をより集中的に推

進するため、通常より短い期間（３年５月）を設定する。 

 ただし、計画期間内であっても見直しの必要が生じた場合は、計画

の改定を行うものとする。 

 

４ 管理が行われるべき区域      

  富山県全域 

 

５ 現状 

（１）生息環境 

 ① 位置及び地形 

 （略） 

 ② 気候と植生 

 本県の気候は日本海岸気候区に属し、富山市の平野部では、

年平均気温は 14.1℃、年間合計降水量は 2300.0mmである。ま

た、冬季は降雪があり、特に山間部は豪雪地帯となっている。 

新たなイノシシ管理計画を策定し、「被害防除」、「生息環境管理」、

「個体数管理」の各施策を一層進めていく必要がある。 

また、本計画は、生物多様性の保全や野生生物との共生の観点か

ら、SDGsの理念を踏まえた計画であり、本計画の推進により SDGsを

推進する。 

 

（２）目的  

被害防除、生息環境管理、個体数管理を積極的に実施し、個体数の

減少及び農作物被害の軽減を図り、豚熱の感染拡大防止とイノシシに

よる農作物被害が社会的に問題にならない環境を目指す。 

 

２ 管理すべき鳥獣の種類 

  イノシシ（Sus scrofa） 

 

３ 計画の期間 

令和６年４月１日から令和 11年３月 31日まで。 

 

 

ただし、計画期間内であっても見直しの必要が生じた場合は、計画

の改定を行うものとする。 

 

４ 管理が行われるべき区域      

  富山県全域 

 

５ 現状 

（１）生息環境 

① 位置及び地形 

（略） 

② 気候と植生 

本県の気候は日本海岸気候区に属し、富山市の平野部では、

年平均気温は 15.1℃、年間合計降水量は 2401.5mmである（令和

４年）。また、冬季は降雪があり、特に山間部は豪雪地帯となっ
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 県内の森林面積は約 285千 haで、県土の 67％を占める。標高

300ｍあたりまでの低山帯はアカマツ、コナラの二次林やスギの

人工林が広がっている。300ｍ～1,600ｍは山地帯で、ブナやミ

ズナラなどから成る緑豊かな落葉広葉樹林が分布している。

1,600ｍ～2,400ｍは亜高山帯で、オオシラビソやコメツガなど

から成る常緑針葉樹林が分布し、2,400ｍ以上は高山帯となりハ

イマツ群落やその他高山植物が自生している。 

 

（２）生息動向 

 （略）  

① 分布の推移 

県が実施したイノシシ分布・被害状況調査（平成 19年度から

平成 25年度まで実施）の生息情報をメッシュ図に表した

（H14、H16、H18は平成 19年度調査による）（図１）。平成 14年

度では県中央部に４メッシュの生息情報があり、平成 16年度に

は県中央部だけでなく、県東部の朝日町や県西部の氷見市など

にも情報が広がっている。また、メッシュも全体で 12メッシュ

に増加した。その後も平成 20年度には 66メッシュと全市町に

広がり、平成 24年度には 90メッシュと面的に生息域が拡大し

ている。平成 24年度以降現在に至るまで生息域の減少は見られ

ず、市街地等人間活動が活発な地域を除く県内全域に生息して

いると考えられる。 

 

 

 

図１ イノシシ分布の推移（約５kmメッシュ） 

（略） 

 

② 推定生息数 

イノシシは生息数の季節変動や年変動が大きく、生息数の的

確な把握は困難ではあるが、県では、平成 28年度、平成 30年

ている。 

県内の森林面積は約 285千 haで、県土の 67％を占める。標高

300ｍあたりまでの低山帯はアカマツ、コナラの二次林やスギの

人工林が広がっている。300ｍ～1,600ｍは山地帯で、ブナやミ

ズナラなどから成る緑豊かな落葉広葉樹林が分布している。

1,600ｍ～2,400ｍは亜高山帯で、オオシラビソやコメツガなど

から成る常緑針葉樹林が分布し、2,400ｍ以上は高山帯となりハ

イマツ群落やその他高山植物が自生している。 

 

（２）生息動向 

（略） 

① 分布の推移 

県が実施したイノシシ分布・被害状況調査（平成 19年度から

平成 25年度まで実施）の生息情報をメッシュ図に表した

（H14、H16、H18は平成 19年度調査による）（図１）。平成 14年

度では県中央部に４メッシュの生息情報があり、平成 16年度に

は県中央部だけでなく、県東部の朝日町や県西部の氷見市など

にも情報が広がっている。また、メッシュも全体で 12メッシュ

に増加した。その後も平成 20年度には 66メッシュと全市町に

広がり、平成 24年度には 90メッシュと面的に生息域が拡大し

ている。平成 24年度以降については、後述する図５のとおり捕

獲数が増加していることや、図７～９のとおり捕獲の位置のメ

ッシュが増加していることからも、生息域は減少しておらず、

市街地等人間活動が活発な地域を除く県内全域に生息している

と考えられる。 

 

図１ イノシシ分布の推移（約５kmメッシュ） 

（略） 

 

② 推定個体数 

イノシシは個体数の季節変動や年変動が大きく、個体数の的

確な把握は困難ではあるが、県では、平成 28年度、平成 30年
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度、令和元年度（図２）にイノシシの生息数推定及び今後の生

息数の動向に関する調査を実施した（表１）。 

調査においては、平成 10年（1998 年）から調査実施の前年度

までの捕獲数等の情報に基づき、「階層ベイズ法※」で推定を行

った。推定の結果、平成 30年度末現在では、19,131頭（中央

値、90％信頼区間 8,188頭～52,175頭）が生息しているものと

みられている。 
※階層ベイズ法 

統計手法の性質として推定値には幅があるが、水産資源管理の分野で

活用が進んでおり、環境省においても、イノシシ及びニホンジカの個体

数推定に用いられている手法である。 

推定の精度を高めるには、捕獲数等の生息数と相関がある複数の指標

が長期間収集されていることが必要となる。階層ベイズ法で推定する場

合、捕獲数等のデータを追加すると、過去の推定生息数も更新されると

いう特徴がある。 
 

図２ 富山県におけるイノシシ推定個体数（平成 30年度末） 

（略）データ更新 

 

表１ 富山県におけるイノシシ生息数推定結果の推移 

（略）データ更新 

 

③ 遺伝子調査 

（略） 

 

図３ 平成 19～23年度において富山県周辺で捕獲されたイノシシの 

    ミトコンドリア DNA遺伝子型 

（略） 

 

図４ 高頻度で出現が確認された J03と J09についての分散経路考察 

（略） 

 

④ ＣＳＦ（豚熱）感染の経過と対策 

度、令和元年度、令和４年度にイノシシの個体数推定及び今後

の個体数の動向に関する調査を実施した（表１）。 

令和４年度の調査においては、平成 22年度から令和３年度ま

での 12年間の捕獲数等の情報に基づき、「階層ベイズ法※」で

推定を行った。推定の結果、令和３年度末時点では、10,081頭

（中央値、90％信頼区間 5,981～18,412 頭）が生息しているも

のとみられている（図２）。 
 ※階層ベイズ法 

統計手法の性質として推定値には幅があるが、水産資源管理の分野で

活用が進んでおり、環境省においても、イノシシ及びニホンジカの個体

数推定に用いられている手法である。 

推定の精度を高めるには、捕獲数等の個体数と相関がある複数の指標

が長期間収集されていることが必要となる。また、階層ベイズ法で推定

する場合、捕獲数等のデータを追加すると、過去の推定個体数も更新さ

れるという特徴がある。 

 

図２ 富山県におけるイノシシ推定個体数（令和４年度調査） 

（略）データ更新 

 

表１ 富山県におけるイノシシ生息数推定結果の推移 

（略）データ更新 

 

③ 遺伝子調査 

（略） 

 

図３ 平成 19～23年度において富山県周辺で捕獲されたイノシシの 

    ミトコンドリア DNA遺伝子型 

（略） 

 

図４ 高頻度で出現が確認された J03と J09についての分散経路考察 

（略） 

 

④ 豚熱感染の経過と対策 
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平成 30年９月に岐阜県の養豚場で感染が確認されたＣＳＦ

（豚熱）は、その後、野生イノシシにおいても感染が確認さ

れ、感染確認区域は中部各県を中心に拡大し、令和２年９月末

現在、18都府県で感染が確認されている。本県では、令和元年

７月に野生イノシシでの感染が初めて確認され、その後県内で

も感染確認区域が拡大しており、令和２年９月末現在で 77頭の

陽性個体を確認している。なお、感染確認個体については適切

に処理している。 

ＣＳＦの感染拡大防止のため、野生イノシシ及び飼養豚への

感染防止のための対策を進めている。 

 １) 野生イノシシの捕獲強化 

・捕獲わなの増設 

・指定管理鳥獣捕獲等事業による富山県捕獲専門チームの

配置拡大 

・捕獲イノシシの埋設処分地の整備への支援 

 ２) 野生イノシシへの経口ワクチンの散布 

・令和元年８月から、感染確認区域及びその周辺の市町に

おいて散布(年２回) 

 ３) 養豚農場における防疫体制の強化 

・野生イノシシの侵入防止柵の整備 

・全ての養豚農場に対し、飼養衛生管理基準の順守の徹底

を指導 

 ４) 飼養豚等へのＣＳＦワクチン接種 

・令和元年 10月から飼養豚へのＣＳＦワクチン接種を実施 

  

 

 

 

（３）捕獲状況 

 ① 捕獲数の推移 

平成元年度以降のイノシシの捕獲数は、平成７年度に２頭が

狩猟によって捕獲され、平成 11年度から増加を始め、平成 21

平成 30年９月に岐阜県の養豚場で感染が確認された豚熱は、

その後、野生イノシシにおいても感染が確認され、感染確認区

域※は中部各県を中心に拡大し、令和５年３月末現在、34都府県

で感染が確認されている。本県では、令和元年７月に野生イノ

シシでの感染が初めて確認され、その後県内でも感染確認区域

が拡大しており、令和５年３月末現在で 87頭の陽性個体を確認

している。なお、感染確認個体については適切に処理してい

る。 

豚熱の感染拡大防止のため、野生イノシシ及び飼養豚への感

染防止のための対策を進めている。 

 １) 野生イノシシの捕獲強化 

・捕獲わなの増設 

・指定管理鳥獣捕獲等事業による富山県捕獲専門チームの

配置拡大 

・捕獲イノシシの埋設処分地の整備への支援 

 ２) 野生イノシシへの経口ワクチンの散布 

・令和元年８月から、感染確認区域及びその周辺の市町に

おいて散布(年２回) 

 ３) 養豚農場における防疫体制の強化 

・野生イノシシの侵入防止柵の整備 

・全ての養豚農場に対し、飼養衛生管理基準の順守の徹底

を指導 

 ４) 飼養豚等への豚熱ワクチン接種 

・令和元年 10月から飼養豚への豚熱ワクチン接種を実施 

 

※感染確認区域：豚熱陽性イノシシの確認地点から半径 10km

の区域 

 

（３）捕獲状況 

① 捕獲数の推移 

平成元年度以降のイノシシの捕獲数は、平成７年度に２頭が

狩猟によって捕獲され、平成 11年度から増加を始め、平成 21
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年度以降急激に増加し、令和元年度は最も多い 8,172頭となっ

た（図５）。有害捕獲は平成 13年度から始まり、平成 25年度以

降急激に増加し、令和元年度には約 7,300 頭が捕獲されてい

る。 

また、個体数調整捕獲における捕獲個体の成獣（性別）、幼獣

別割合をみると、幼獣の割合が高く、個体数の減少に効果的な

成獣（メス）の割合が低い（図６）。 

個体数調整捕獲の捕獲位置を見ると、平成 27年度に 77メッ

シュだったが、令和元年度では 89メッシュに増加している。ま

た、メッシュごとの捕獲数も全体的に増加しており、特に県西

部での捕獲が多い（図７、８）。 

 

 

狩猟捕獲の時期を見ると、延長した狩猟期間において全体の

３割程度が捕獲されており、狩猟期間延長により捕獲数が増加

している（表２）。 

 

図５ 富山県におけるイノシシの捕獲数の推移 

（略）データ更新 

 

図６ 個体数調整捕獲の捕獲個体の成獣、幼獣別割合の推移 

（略）データ更新 

 

表２ 狩猟期の捕獲数の割合 

（略）データ更新 

 

図７ 平成 27 年度 個体数調整捕獲の捕獲位置図（約５km メッシュ） 

（略） 

 

図８ 令和元年度 個体数調整捕獲の捕獲位置図（約５km メッシュ） 

（略） 

 

年度以降急激に増加し、令和元年度は最も多い 8,172頭となっ

た（図５）。令和２年度の捕獲数は、豚熱の影響や捕獲圧の強化

もあり大幅に減少したが、以降は再び増加傾向となっている。 

 

また、個体数調整捕獲における捕獲個体の成獣（性別）、幼獣

別割合をみると、幼獣の割合が高く、個体数の減少に効果的な

成獣（メス）の割合が低い（図６）。 

個体数調整捕獲の捕獲位置を見ると、平成 27年度に 77メッ

シュだったが、令和元年度では 89メッシュに増加している。ま

た、メッシュごとの捕獲数も全体的に増加しており、特に県西

部での捕獲が多い（図７、８）。令和４年度では、メッシュごと

の捕獲数が全体的に減少したものの、93メッシュで捕獲されて

おり、捕獲されている範囲はほぼ変わっていない（図９）。 

狩猟捕獲の時期を見ると、延長した狩猟期間において全体の

３割程度が捕獲されており、狩猟期間延長により捕獲数が増加

している（表２）。 

 

図５ 富山県におけるイノシシの捕獲数の推移 

（略）データ更新 

 

図６ 個体数調整捕獲の捕獲個体の成獣、幼獣別割合の推移 

（略）データ更新 

 

表２ 狩猟期の捕獲数の割合 

（略）データ更新 

 

図７ 平成 27 年度 個体数調整捕獲の捕獲位置図（約５km メッシュ） 

（略） 

 

図８ 令和元年度 個体数調整捕獲の捕獲位置図（約５km メッシュ） 

（略） 
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近県での捕獲数は、本県に侵入する以前から生息していた福

井、長野、岐阜の３県では捕獲数は横ばいまたは減少傾向にあ

る。一方、近年侵入したとみられる新潟県、石川県では本県と

同様に捕獲数は増加している（表３）。 

 

 

 

表３ 近年の近県におけるイノシシの捕獲数 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図９ 令和４年度 個体数調整捕獲の捕獲位置図（約５km メッシュ） 

 

近県での捕獲数については、本県に侵入する以前から生息し

ていた福井県、長野県、岐阜県では横ばいまたは減少傾向にあ

る。一方、近年侵入したとみられる新潟県、石川県では本県と

同様に令和元年度前後まで増加傾向となっている。また、ほと

んどの県で、令和元年度前後に減少し、その後令和４年度は増

加に転じている（図 10）。 

 
図 10 近年の近県におけるイノシシの捕獲数の推移 
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② 捕獲形態 

個体数調整捕獲の捕獲形態の推移については、当初、銃器に

よる捕獲のみであったが、その後、はこわなでの捕獲が急激に

増加している。現在、はこわなが個体数調整捕獲の主な猟法と

なっている。また、平成 27年度以降、指定管理鳥獣捕獲等事業

を中心とした囲いわな、くくりわなでの捕獲が増加している

（図９）。 

 

図９ 個体数調整捕獲の漁法別捕獲数（年度別） 

（略）データ更新 

 

月ごとの捕獲形態については、夏から秋は、はこわなによる

捕獲が大半を占め、冬期は銃による捕獲が多くなる（図 10）。 

 

図 10 令和元年度 個体数調整捕獲の猟法別捕獲数（月別） 

（略）データ更新 

 

③ 狩猟者の動向 

狩猟免許取得者数は、平成 19年度以降増加している（図

11）。これは狩猟担い手確保対策の一環として、平成 19年度か

ら、狩猟免許試験回数を増やした（平成 25年度からは年３回実

施）ことや狩猟ガイダンスを開始したことなどが背景にあるも

のと考えられる。また、わな猟については、近年の農作物被害

に対する農業従事者、関係団体及び自治体職員による免許取得

が増加の一因となっている。 

 

図 11 狩猟免許取得者数の推移 

（略）データ更新 

 

年齢構成については（図 12）、60歳以上が全体の５割以上を

占めており、依然として割合は高いが、一方で、50歳代以下の

 

② 捕獲形態 

個体数調整捕獲の捕獲形態の推移については、当初、銃器に

よる捕獲のみであったが、その後、箱わなでの捕獲が急激に増

加している。現在、箱わなが個体数調整捕獲の主な猟法となっ

ている。また、平成 27年度以降、指定管理鳥獣捕獲等事業を中

心とした囲いわな、くくりわなでの捕獲が増加している（図

11）。 

 

図 11 個体数調整捕獲の漁法別捕獲数（年度別） 

（略）データ更新 

 

月ごとの捕獲形態については、春から秋は、箱わなによる捕

獲が大半を占め、冬期は銃による捕獲が多くなる（図 12）。 

 

図 12 令和４年度 個体数調整捕獲の猟法別捕獲数（月別） 

（略）データ更新 

 

③ 狩猟者の動向 

狩猟免許取得者数は、狩猟担い手確保対策の一環として、狩

猟免許試験の回数を年１回から年２回に増やした平成 19年度

と、年３回に増やした平成 25年度に増加し、近年は横ばいで推

移している（図 13）。また、近年は農作物被害に対する農業従事

者、関係団体及び自治体職員による免許取得が進んでいる。 

 

 

 

図 13 狩猟免許取得者数の推移 

（略）データ更新 

 

年齢構成については、60歳以上が全体の５割以上を占めてお

り、依然として割合は高いが、一方で、50歳代以下の取得者数
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取得者数が着実に増加してきており、今後、捕獲の担い手の確

保の観点から、若い世代の担い手確保対策をより一層進めてい

く必要がある。 

狩猟者登録数は、第１種銃猟が 10年間で約３割減少している

（図 13）。これは狩猟者の高齢化と平成 20年度の銃刀法改正に

よる銃の所持管理の強化が背景にあると考えられ、今後、銃猟

者の確保を進めていく必要がある。 

 

図 12 年齢別狩猟免許交付状況の推移 

（略）データ更新 

 

図 13 狩猟者登録数の推移 

（略）データ更新 

 

（４）被害状況 

 ① 人身被害発生状況 

イノシシが市街地等へ出没し、噛まれたり、ぶつかられたり

するなどの人身被害が全国で発生している。県内では、令和元

年 12月に、平成 28年度の全国的な統計開始以降、初めてとな

る人身被害が発生し、令和２年９月末までに２件４名の被害が

発生した。市街地等人間の活動が活発な区域での目撃や捕獲事

例があることから、今後も人身被害の発生が懸念される。 

 ② 農作物被害状況 

 本県では、平成 13年度からイノシシによる農作物被害が報告

され始め、平成 19年度から被害額が急増し、平成 21年度以降

は 3,000万円から 4,000万円台で推移していたが、令和元年度

には過去最多となる 8,330万円となり、被害額は増加している

（図 14）。なお、県内ではイノシシが全体の農作物被害の約

85％を占め、野生鳥獣の中で最も大きな被害額を出している。 

 

 本県のイノシシによる被害作物は、98％以上が稲である（表

４）。稲穂の食害以外に踏み荒らしとヌタウチ※による倒伏被害

が着実に増加してきており、今後、捕獲の担い手の確保の観点

から、若い世代の担い手確保対策をより一層進めていく必要が

ある（図 14）。 

狩猟者登録数は、第１種銃猟が平成 18年度から約３割減少し

ている（図 15）。これは狩猟者の高齢化と平成 20年度の銃刀法

改正による銃の所持管理の強化が背景にあると考えられ、今

後、銃猟者の確保を進めていく必要がある。 

 

図 14 年齢別狩猟免許交付状況の推移 

（略）データ更新 

 

図 15 狩猟者登録数の推移 

（略）データ更新 

 

（４）被害状況 

  ① 人身被害発生状況 

イノシシが市街地等へ出没し、噛まれたり、ぶつかられたり

するなどの人身被害が全国で発生している。県内では、令和元

年 12月に、平成 28年度の全国的な統計開始以降、初めてとな

る人身被害が発生し、令和５年７月末までに２件４名の被害が

発生した。市街地等人間の活動が活発な区域での目撃や捕獲事

例があることから、今後も人身被害の発生が懸念される。 

  ② 農作物被害状況 

本県では、平成 13年度からイノシシによる農作物被害が報告

され始め、平成 19年度から被害額が急増し、平成 21年度以降

は 3,000万円から 4,000万円台で推移していたが、令和元年度

には過去最多となる 8,330万円となった（図 16）。以降は 4,000

万円程度に減少しているものの、イノシシが全体の農作物被害

の約７割を占め、野生鳥獣の中で最も大きな被害額を出してい

る。 

本県のイノシシによる被害作物は、９割以上が稲である（表

３）。稲穂の食害以外に踏み荒らしとヌタウチ※による倒伏被害
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が大きい。 
※ヌタウチ：イノシシが体から外部寄生虫を取り除いたり、体温調

節をするため、泥を身体に擦り付ける行動 

 

 図 14 イノシシによる農作物被害状況の推移 

  （略）データ更新 

 

 表４ 近年のイノシシによる農作物別被害状況 

（略）データ更新 

 

近県におけるイノシシによる農作物被害額は、新潟県、石川

県では増加傾向にある。福井県、長野県、岐阜県では、侵入防

止柵の設置等の防除対策、捕獲対策及び生息環境対策の推進に

より、被害額が減少している（表５）。 

 

表５ 近年の近県におけるイノシシによる農作物被害額 

（略）データ更新 

 

（５）被害対策の実施状況 

① 被害防除対策 

野生鳥獣による農作物被害対策として、電気柵の設置が効果

的であることから、本県では平成９年度から設置が開始されて

いる。さらに、平成 20年度以降は鳥獣被害防止総合対策交付金

等を活用して、各市町村において電気柵の設置を推進したこと

から、令和元年度末で総延長距離は約 2,728kmとなっている。

近年、維持管理の省力化を図るため、電気柵に代わる手段とし

て耐雪型侵入防止柵の設置を進めている市町村もあり、令和元

年度末の総延長距離は 76㎞となっている（図 15）。 

また、各地域では研究会等が設置され、研修会や集落点検な

どを開催し、情報交換や被害対策支援の強化を図っている。特

に県内８地区において、集落環境管理、侵入防止対策、捕獲対

策の３つの対策からなる総合的な取組みを、地域の共通認識の

が大きい。 
※ヌタウチ：イノシシが体から外部寄生虫を取り除いたり、体温調

節をするため、泥を身体に擦り付ける行動 

 

 図 16 イノシシによる農作物被害状況の推移 

  （略）データ更新 

 

 表３ 近年のイノシシによる農作物別被害状況 

（略）データ更新 

 

近県におけるイノシシによる農作物被害額は、福井県、長野

県、岐阜県では、減少傾向となっている。石川県については平

成 30年度、新潟県については令和２年度まで増加傾向であった

が、近年は減少傾向となっている。（表４）。 

 

表４ 近年の近県におけるイノシシによる農作物被害額 

（略）データ更新 

 

（５）被害対策の実施状況 

① 被害防除対策 

野生鳥獣による農作物被害対策として、電気柵の設置が効果

的であることから、本県では平成９年度から設置が開始されて

いる。さらに、平成 20年度以降は鳥獣被害防止総合対策交付金

等を活用して、各市町村において電気柵の設置を推進したこと

から、令和４年度末で総延長距離は約 3,221kmとなっている。

近年、維持管理の省力化を図るため、電気柵に代わる手段とし

て耐雪型侵入防止柵の設置を進めている市町村もあり、令和４

年度末の総延長距離は 194㎞となっている（図 17）。 

各地域では研究会等が設置され、研修会や侵入防止策一斉見

回り点検などを開催し、情報交換や被害対策支援の強化を図る

と共に、柵やわなの見回り、追い払い等での ICT技術の実証や

新技術を活用した予防対策等、被害防止対策の省力化を図って
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下で地域に合った対策を計画、実践し、３年以内を目途に被害

ゼロを目指すモデル集落での取組みの実証を行い、得られた知

見の普及、啓発を行っている。 

 

図 15 電気柵等侵入防止柵の設置状況 

 （略）データ更新 

 

② 生息環境管理 

（略） 

 

表６ 里山再生整備事業実施状況 

（略）データ更新 

 

表７ カウベルトの郷づくり事業実施状況 

（略）データ更新 

 

表８ 荒廃農地対策の実施状況 

（略）データ更新 

 

表９ 荒廃農地面積の推移 

（略）データ更新 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

いる。 

 

 

 

図 17 電気柵等侵入防止柵の設置状況 

 （略）データ更新 

 

② 生息環境管理 

（略） 

 

表５ 里山再生整備事業実施状況 

（略）データ更新 

 

表６ カウベルトの郷づくり事業実施状況 

（略）データ更新 

 

表７ 荒廃農地対策の実施状況 

（略）データ更新 

 

表８ 荒廃農地面積の推移 

（略）データ更新 

 

６ 「富山県イノシシ管理計画（第３期）」の評価と改善 

「富山県イノシシ管理計画（第３期）」では、豚熱の感染拡大防止

と農作物被害が社会的に問題にならない環境を目指して、豚熱の感染

拡大に有効な個体数と農作物被害が少なかった時期の個体数を考慮し

て、令和５年度末の推定個体数を平成 18年度当時の水準以下（2,600

頭程度）に抑えることを目標として、平成 30年度末の推定個体数

（約 19,000頭）から、令和２年度から５年度までの年間の捕獲目標

数を 9,000頭前後で設定していた。 

捕獲数については、令和元年度に最も多い 8,172頭が捕獲された

が、令和２年度以降から大幅に減少し、年間の捕獲目標数には達して
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６ 管理の目標    

（１）目標 

 ＣＳＦの感染拡大防止と農作物被害が社会的に問題にならない環境

を目指すため、ＣＳＦの感染拡大防止に有効な生息数と農作物被害の

発生が小さかった時期の生息数を考慮し、令和５年度末の推定生息数

を平成 18年度当時の水準以下（2,600頭程度）に抑える。 

 

目標となる生息頭数の考え方 

① ＣＳＦの感染を抑えるためには、イノシシの生息密度を一定の

水準以下に抑えることが重要で(Moennig,2015)、欧州の事例では

高病原性のウイルス株の場合は 1.4頭/㎢以下(Hone et 

al,1992)、低病原性の場合は 1.0頭/㎢以下（Anonymous,1999）

と推定されている。県内のイノシシ生息域から算出すると、生息

頭数を 2,850頭～3,990頭以下に抑えることで、ＣＳＦの感染拡

大を防ぐことができると考えられる。 

いない。 

これは豚熱の影響などにより個体数が減少し（令和３年度末時点の

推定個体数は約 10,000頭）、捕獲効率が低下したことが一因として考

えられるが、令和２年度に減少した捕獲数は、その後再び増加傾向と

なっている（図５）。また、捕獲数が令和元年度のピークから減少し

たにもかかわらず捕獲されている範囲がほとんど変化しておらず（図

８、９）、自然増加率が高いイノシシは、捕獲圧が低下するとすぐに

以前の個体数のレベルに戻ってしまう可能性がある。以上より、目標

とする個体数を達成するために、個体数が減少した今のタイミングで

可能な限り最大の捕獲圧をかけていく必要がある。 

農作物被害について、被害額が減少傾向であるものの、依然として

イノシシが全体の農作物被害額の約７割を占め、野生鳥獣の中で最も

大きな被害額となっている。引き続き、被害防除や生息環境管理の取

組みを推進するとともに、担い手の高齢化が進むなかでも継続的に取

組みができるよう、作業の省力化に向けた ICT等の新技術の活用を併

せて推進していく必要がある。 

 

７ 管理の目標    

（１）目標 

豚熱の感染拡大防止と農作物被害が社会的に問題にならない環境を

目指すため、豚熱の感染拡大防止に有効な個体数と農作物被害の発生

が小さかった時期の個体数を考慮し、令和 10年度末の推定個体数を

平成 18年度当時の水準以下（2,600頭程度）に抑える。 

 

 目標となる個体数の考え方 

① 豚熱の感染を抑えるためには、イノシシの生息密度を一定の水

準以下に抑えることが重要で(Moennig,2015)、欧州の事例では高

病原性のウイルス株の場合は 1.4頭/㎢以下(Hone et al,1992)、

低病原性の場合は 1.0頭/㎢以下（Anonymous,1999）と推定され

ている。県内のイノシシ生息域から算出すると、個体数を 2,850

頭～3,990頭以下に抑えることで、豚熱の感染拡大を防ぐことが

できると考えられる。 
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② 農作物被害は平成 19年度から急増したことから、イノシシの

生息頭数を平成 18年度の推定生息数 2,600頭程度に抑えること

で被害がほぼ発生しないと考えられる。 

 

（２）目標を達成するための施策の基本的考え方 

（略） 

 

７ 目標を達成するための施策 

（１）被害防除 

（略） 

① 地域で維持管理できる侵入防止柵の設置 

（略） 

② 被害防除対策の普及啓発 

（略） 

③ 被害防止対策に強い地域、人材の育成 

（略） 

④ 先進技術を活用した被害防除技術の検証 

ドローン等による生息・行動把握等の技術の実証・普及を進

める。 

 

 

 

（２）生息環境管理 

（略） 

① 農耕地・集落周辺の整備 

（略） 

② 森林の整備・保全 

「富山県森づくりプラン」（H29～R8）に基づき、2,000haの里

山林の整備により野生動物との棲み分けを図り、野生生物が生

息・生育できる環境づくりや生物多様性の保全を図るなど、多

様な森づくりを進める。 

 

② 農作物被害は平成 19年度から急増したことから、イノシシの

個体数を平成 18年度の推定個体数 2,600 頭程度に抑えることで

被害がほぼ発生しないと考えられる。 

 

（２）目標を達成するための施策の基本的考え方 

（略） 

 

８ 目標を達成するための施策 

（１）被害防除 

（略） 

① 地域で維持管理できる侵入防止柵の設置 

（略） 

② 被害防除対策の普及啓発 

（略） 

③ 被害防止対策に強い地域、人材の育成 

（略） 

④ 先進技術を活用した被害防除技術の検証、普及 

電気柵の見回りや下草刈りの省力化につながる新技術の導入

による効果等を検証するとともに、研修会等を通じて普及を進

める。 

 

 

（２）生息環境管理 

（略） 

① 農耕地・集落周辺の整備 

（略） 

② 森林の整備・保全 

「富山県森づくりプラン」（H29～R8）に基づき、2,200haの里

山林の整備により野生動物との棲み分けを図り、野生生物が生

息・生育できる環境づくりや生物多様性の保全を図るなど、多

様な森づくりを進める。 
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（３）個体数管理 

令和５年度末の生息数を 2,600 頭程度に抑えるため、自然増加

率等を考慮し、令和５年度までの捕獲目標を定める。 

 

 

 

 

なお、目標達成後の令和６年度以降は、個体数が増加に転じない

よう、山林など生息域における捕獲を中心として、個体数管理を図

る（表９）。 

 

表９ イノシシの捕獲目標数 

（略） 

 

 

 

 

 

なお、市町村等による捕獲においては、農耕地や集落周辺で、農

作物被害を出す加害個体と思われる個体を中心に捕獲することを推

進し、生息密度の高い地域においては、指定管理鳥獣捕獲等事業に

よる捕獲を市町村や（一社）富山県猟友会等の関係機関と連携して

実施する。さらに、狩猟による捕獲圧を高めることにより、個体数

の低減を図る。 

① 狩猟による捕獲 

（略） 

 

表 10 狩猟期間の延長 

（略） 

 

② 市町村等による捕獲 

（略） 

（３）個体数管理 

令和 10年度末の個体数を 2,600頭程度に抑えるため、自然増加

率等を考慮し、毎年度、7,500頭以上の捕獲を進める。なお、この

捕獲数については、推定個体数から算出したもので不確実性が伴う

こと、イノシシは気象条件等により年度間の個体数の増減が激しい

ことなどから、計画期間内であっても、必要に応じて見直しをする

ことがある。 

また、目標達成後の令和 11年度以降は、個体数が増加に転じな

いよう、山林など生息域における捕獲を中心として、個体数管理を

図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、市町村等による捕獲においては、農耕地や集落周辺で、農

作物被害を出す加害個体と思われる個体を中心に捕獲することを推

進し、生息密度の高い地域においては、指定管理鳥獣捕獲等事業に

よる捕獲を市町村や（一社）富山県猟友会等の関係機関と連携して

実施する。さらに、狩猟による捕獲圧を高めることにより、個体数

の低減を図る。 

① 狩猟による捕獲 

（略） 

 

表９ 狩猟期間の延長 

（略） 

 

② 市町村等による捕獲 

（略） 

＜参考＞ 

令和４年度に実施した推定個体数の調査結果（図２）を用いて将来推計を行っ

たところ、令和 10年度末の推定個体数が 90％信用区間の上限の値でも 2,600頭

程度に抑えるためには、令和５年度以降、年間約 7,500頭の捕獲が必要と試算さ

れた。 
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③ 指定管理鳥獣捕獲等事業による捕獲 

生息域である山林域での個体数管理を図るため、指定管理鳥

獣捕獲等事業による捕獲を推進する。 

・捕獲現場でベテランから若手に捕獲技術を継承する OJT

研修の実施 

・ベテランと OJT研修修了生で構成する「富山県捕獲専門

チーム」による捕獲を県内６地区で実施するとともに、

更なる配置の拡大を推進 

・第２期養成研修を実施し、捕獲の担い手を育成 

事業の実施方法及び実施結果の把握並びに評価については、

県、市町村、事業実施者等と協議して、毎年度指定管理鳥獣捕

獲等事業実施計画を作成して事業を実施する。また、他の管理

捕獲と連携して実施するため富山県指定管理鳥獣捕獲等事業協

議会を開催する。さらに、学識経験者等を構成員とする富山県

野生鳥獣保護管理検討委員会において捕獲実績の把握・分析等

を行い、実施計画の評価を行う。 

④ 狩猟免許取得の推進と捕獲技術の向上 

平成 19年度から実施している狩猟者の確保育成の取組みを継

続して実施し、新規狩猟免許所持者の確保、狩猟技術の向上に

努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 捕獲にあたっての配慮 

（略） 

⑥ 放獣の禁止 

③ 指定管理鳥獣捕獲等事業による捕獲 

生息域である山林域での個体数管理を図るため、指定管理鳥

獣捕獲等事業による捕獲を推進する。 

・ベテランハンターと OJT研修修了生で構成する「富山県捕

獲専門チーム」による捕獲の県内８地区での実施、更なる

配置の拡大 

・捕獲効率の高いわなや ICT技術などの新技術の導入 

・チーム員を対象とした新技術の活用方法などの研修、講習

会などの開催 

事業の実施方法及び実施結果の把握並びに評価については、

県、市町村、事業実施者等と協議して、毎年度指定管理鳥獣捕

獲等事業実施計画を作成して事業を実施する。また、他の管理

捕獲と連携して実施するため富山県指定管理鳥獣捕獲等事業協

議会を開催する。さらに、学識経験者等を構成員とする富山県

野生鳥獣保護管理検討委員会において捕獲実績の把握・分析等

を行い、実施計画の評価を行う。 

④ 狩猟免許取得の促進と捕獲技術の向上 

ア 狩猟免許取得の促進 

引き続き、狩猟免許試験の年３回実施を維持する。また、

猟友会による合格率向上のための初心者狩猟講習会や、狩猟

者の入門講座である狩猟ガイダンスの開催を支援する。さら

に、各種イベントなどの機会を活用して、狩猟の社会的役割

などの周知に努め、新たな捕獲の担い手の確保を図る。 

イ 狩猟者の技術向上 

猟友会による狩猟者向けの安全実技講習会や射撃訓練の開

催を支援することで、安全性の確保や捕獲技術の向上を図

る。また、富山県捕獲専門チームのメンバーを対象に捕獲技

術向上のための講習会を開催するとともに、メンバーが属す

る地域の狩猟者に対して捕獲技術の横展開を図る。 

⑤ 捕獲にあたっての配慮 

（略） 

⑥ 放獣の禁止 
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（略） 

⑦ ICTを活用した捕獲技術の検証 

センサーカメラ等によるわなの確認、スマートフォンによる

わなの遠隔操作及びクラウドシステムによる関係者の情報共有

など、効率的な捕獲を実施するための ICT等を活用した捕獲技

術の検証、普及を行う。 

 

（４）ＣＳＦの感染拡大防止対策 

① 野生獣肉の有効活用 

イノシシの捕獲個体をジビエ料理等、地域振興施策として有

効活用を図るとともに、活用できない個体や残渣について方針

を明確にし、処理業者等の協力が得られるよう取り組むものと

する。 

県内はほぼ全域がＣＳＦ感染確認区域となっているが、ＣＳ

Ｆ感染確認区域で捕獲されたイノシシは感染の有無に関わら

ず、ジビエ利用が出来ない。このため、感染確認区域内で捕獲

されたＣＳＦ陰性のイノシシを安全に利用するための迅速で確

実なＣＳＦの感染確認検査の手法の確立が求められており、国

の実証事業に参画している。 

② 野生鳥獣に関する教育 

（略） 

 

（５）その他の施策 

（略） 

 

８ その他管理のために必要な事項 

（１）実施体制 

 （略） 

 

 図 16 実施体制 

 （略） 

 

（略） 

⑦ ICTを活用した捕獲技術の検証、利用の拡大 

センサーカメラ等によるわなの確認、スマートフォンによる

わなの遠隔操作及びクラウドシステムによる関係者の情報共有

など、効率的な捕獲を実施するための ICT等を活用した捕獲技

術を検証するとともに、利用の拡大を図る。 

 

（４）豚熱の感染拡大防止対策 

① 野生獣肉の有効活用 

イノシシの捕獲個体をジビエ料理等、地域振興施策として有

効活用を図るとともに、活用できない個体や残渣について方針

を明確にし、処理業者等の協力が得られるよう取り組むものと

する。 

県内はほぼ全域が豚熱感染確認区域となっているが、その区

域で捕獲されたイノシシを食用の目的で解体処理する事業者等

が豚熱陰性を確認するために必要な手続きなどを定めた「豚熱

感染確認区域におけるジビエ利用時のサーベイランス実施要

領」に基づき、豚熱陰性のイノシシ肉の出荷を促進する。 

 

② 野生鳥獣に関する教育 

（略） 

 

（５）その他の施策 

（略） 

 

９ その他管理のために必要な事項 

（１）実施体制 

 （略） 

 

 図 18 実施体制 

  （略）図の色などを修正 

 



１８ 

 

現行計画（第３期） 新計画（第４期） 

（２）モニタリング等の調査研究 

（略） 

（２）モニタリング等の調査研究 

（略） 

 


